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は じ め に 

  

 

 

「助けて」と言えなくなるときは、どんなときでしょうか？ 

誰しも人の世話になることは、できれば避けたい気持ちはあります。 

そんな気持ちが、介護をされる高齢者と介護をする家族が感じているのかもしれません。 

 私たちは何が危機で、何が危機ではないのかが分からなくなっているのかもしれません。 

 ましてや、それが自分のこととなると、より判断が難しくなります。 

 

 

  本事業では、在宅で介護する家族の想いに察知し、できるだけ早期に想いを聞き取る能力

を持つ人材をより多く、そして広く養成するためのネットワーク構築を目指しました。 

  そのために、日ごろから在宅介護の支援に携わる、居宅系サービス事業所の職員の皆さま

向けの、研修カリキュラムと教材を作成し、研修講師の養成、そして研修機会を広げるため

に自治体に向けて研修開催支援を行いました。これらを、家族支援人材育成ネットワーク構

築として多くの皆さまの協力やご助言を得ながら展開してまいりました。 

   

 

 

  研修教材を作成するにあたりご協力いただいた、現在も在宅で介護をされているご家族そ

して、認知症のご本人、地域の認知症ケアの質向上に日々ご尽力されている認知症介護指導

者のみなさん、業務多忙にも賛同いただいた各自治体担当者のみなさん、そして、研修に参

加された事業所のみなさん、この場を借りて深く御礼申し上げます。誠にありがとうござい

ました。 

 

  

本事業の成果が一人でも多くの認知症の人と介護家族にとって役立つものとなるこ

と祈念しております。 

  

 

 

認知症介護研究・研修仙台センター 

センター長 加 藤 伸 司 
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